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１ はじめに 
はじめに、地方公共団体としての契約は、住民福祉の向上に資するために行う事務・事業の

目的達成の手段として締結されるものであり、また、これらの契約の多くは、公金の支出を伴

うこと等から、その締結手続等について極めて厳格な公共性が要求されるものとなっている。 
このことから、一般的に適用される私法とは別に、公益目的遂行のための一定の規制が必要

であり、また規律を維持して契約担当職員の恣意を防止することが必要となる。 
契約の３原則として、「公正性の確保」「経済性の確保」「適正履行の確保」があげられ、これ

らを兼ね備えた契約が、適正な契約ということがいえる。 
地方自治法上では、より効果的に公益を図る目的から、その契約方法として、「一般競争入

札」「指名競争入札」「随意契約」「せり売り」の４つの方法に限定し、さらに、地方公共団体の

規則等でその手続きを定め、契約の公正性、経済性、適正履行の確保を図っているところであ

る。 
そこで、競争入札を原則とする契約において、必要以上に随意契約とせず競争入札とするよ

う改めて点検するとともに随意契約の適正かつ円滑な運用を確保するため、例外的方法である

「随意契約」についての標準的な解釈・指針を示すものとして、ガイドラインを定めるもので

ある。 
 
 

２ ガイドラインの対象 

随意契約ガイドラインの対象は、本市が締結する全ての契約とする。 

 

【読替え】 

地方公営企業法の適用を受ける発注機関については、地方自治法施行令第１６７条の２第

１項各号を、地方公営企業法施行令第２１条の１３第１項各号に読み替えるものとする。 
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３ 随意契約とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随意契約には、単数の者から見積書を徴する特命随意契約（１者随契）と複数の者より見積

書を徴する「競争見積方式による随意契約」がある。「特命随意契約」と「競争見積方式による

随意契約」のいずれかが適用されるかについては、地方自治法、同法施行令やその業務内容を

基に適正に判断をしなければならない。随意契約の執行に当たっても、競争性により、有利な

契約を締結できる可能性がある場合には、複数の者から見積書を徴するものとなる。 

競争入札においては、原則として価格についての競争であるから、定められた範囲の中で最

低の者と契約しなければならないこととなるが、随意契約においては、見積書の提出が契約の

申込みにあたり、市が承諾することによって契約が成立することとなるため、必ずしも価格の

みならず、他の要素を含めて契約の相手方を決定できるとされている。言い換えれば、中身、

内容等を比較検討した結果、市として最も有利となる条件を提示した者と契約することができ

るのである。 

しかし、最低価格者以外の者を採用することがある場合には、その理由を明確にしておくこ

とが必要である。 

 

☞ 注意 

随意契約は、一般競争入札を原則とする契約方式の例外方式である。 

しかしながら、一般競争入札によって契約を締結することが公共の目的に反したり、事業の能率

的な運営を阻害すると認められるような場合や、一般競争入札によることが不利益な場合、客観的

に困難であると認められるような場合までも、一般競争入札によらせることは適当ではないので、

指名競争入札や随意契約の方式を採用できるものとしている。 

随意契約は、単に相手方の選定方法についての特例を定めたものにすぎないのであって、不利な

条件（割高な価格）による契約の締結までを許容したものではない。有利な価格によって契約を締

結すべきだということは、競争入札であろうと随意契約であろうと全ての契約を通じて適用される

不変の大原則である。 

 

「随意契約」とは、競争の方法によらないで、普通地方公共団体が任意に特定の相手方

を選択して締結する契約方法をいう。 

随意契約は、一般競争入札又は指名競争入札に比しさらに手続きが簡略であり、かつ、

経費の面でも一段と負担が少なくてすみ、しかも相手方が特定した者であるため競争入札

によってはその全てを満たすことのできないような資力、信用、技術、経験等相手方の能

力等を熟知のうえ選定することができるから、その運用が適切なものであれば、その長所

を発揮し、所期の目的を達成することができる。 

    （第一法規株式会社「地方公共団体 契約実務ハンドブック」から抜粋） 

しかしながら、地方公共団体の契約は、競争入札を原則としていることから、安易に随意契

約とすることは、厳に慎むよう注意すること。 
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４ 留意すべき事項 

随意契約は、競争入札を原則とする契約方式の例外であることを十分認識し、随意契約を行

おうとするときは、次の点に留意することが必要である。 

 

① 業務等に精通している、納入実績がある、使い勝手がよい、という理由だけでは、随意契

約の理由とはならない。 

② 用途に鑑み、品質、機能等において、同一の他の物件が存在する場合には、競争入札に付

すことが原則である。 

③ 随意契約による契約方法が簡便であるとして、契約を故意に細分化し、適用を図るような

ことはあってはならない。 

④ 随意契約条項に該当しないことが何人の目にも明らかな場合、また当該契約が随意契約に

よることができないことを承知の上で行った場合、その契約担当職員や契約締結の権限を有

する職員は、責任を問われることになる。 
 

なお、見積書を徴収する相手方の選定は、原則として、さいたま市契約規則（平成１３年さ

いたま市規則第６６号）第２条の２第３項で規定する資格者名簿又はさいたま市小規模修繕業

者登録名簿に登載された者の中から行わなければならない。ただし、名簿に登載されている者

の中から選定できない特別な事由がある場合については、名簿に登載されている者以外から選

定することも可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 競争入札を原則とする契約方式の例外に該当するかを必ずチェック！ ～ 

□今までの前例で判断をしていないか 

・随意契約とした合理的理由があるか 

・理由は、公表の対象となる 
 

□法令で随意契約が可能となっているか 

・法令の改正等行なわれていないか 

・長期継続契約による競争入札とできないか 

（さいたま市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例 

平成１８年１月１日施行） 
 

□工夫しても競争入札ができないか 

・仕様書の内容に問題はないか 
 

□競争入札をするよりも、不利にならないか 

・価格面や工期等で問題はないか 
 

□排他的権利（特殊な技術・設備等、特許権、著作権等）があるか 

・既に、同種の業務で一般化されていないか 

・有資格者は変更されていないか 
 

□契約の相手方として、その相手方（唯一）しかないか 
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５ 随意契約ができる場合（特定調達契約以外） 

 

⑴ 少額の契約  （地方自治法施行令（以下｢ 施行令 ｣という。）第１６７

条の２第１項第１号） 

 

 

 

 

 

この号は、金額の少額な契約についてまで競争入札で行うことは、事務量がいたずらに増大

し、能率的な行政運営を阻害することから、契約の種類に応じた一定金額以内のものについて

は、随意契約によることができることとされている。しかしながら、本号に該当させるため、

一括に発注すべき案件を合理的な理由もなく分割して発注することはできない。そのような行

為は実質的には違法行為であり、厳に慎まなければならない。 

 

さいたま市契約規則では、次のように定めている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【特記事項】 

① 他の号の理由と併合した場合には、１号が優先適用となる。 

② 建物等の修繕については、一般的に工事に該当する。 

③ 印刷製本の請負契約は、製造に該当する。 

④ 買取りの場合は、財産の買入れに該当する。 

⑤ 「財産」には、不動産、動産の有体のみならず、特許権等の無体財産をも含む。 

⑥ 業務委託は、役務の提供、請負その他の契約であり、さいたま市契約規則第２０条第６号

に該当する。 

⑦ 複数年の物件の借入れの場合、予定賃借料の総額により判断する。 

 
 

 

売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃貸借料の

年額又は総額）が施行令別表第５上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲

内において普通地方公共団体の規則で定める額を超えないものをするとき。 

【規則第２０条】 

１ 工事又は製造の請負（４００万円以下） 

２ 財産（公有財産、物品、債権、基金）の買入れ（３００万円以下） 

３ 物件の借入れ（予定賃借料の年額又は総額が１５０万円以下） 

４ 財産の売払い（１００万円以下） 

５ 物件の貸付け（予定賃貸料の年額又は総額が５０万円以下） 

６ 前各号以外のもの（２００万円以下） 
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⑵ その性質又は目的が競争入札に適しない契約をするとき 
（施行令第１６７条の２第 1 項第２号） 

 

 

 

 

 

この号においては、「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」であるかどうかによっ

て随意契約の適否が決定されることとなる。ここで、「その性質又は目的」とは、通常は「契約

の内容」と解され、契約の内容が競争入札に適しない場合に適用される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
【共通事項】 
① 国又は地方公共団体との直接契約の場合 

公法人、公益法人等利益の追求を目的としていない団体との契約を含む。 
② 企画提案方式等、業務の内容が入札に適さない場合 

 
【工事等】 
① 特殊な技術、機器又は設備等を必要とする工事で、特定の者と契約を締結しなければ契

約の目的を達することができない場合 
ア 特許工法等の新開発工法等を用いる必要がある工事 
イ 文化財その他極めて特殊な建築物等であるため、施工者が特定される補修、増築等の工

事 
ウ 実験、研究等の目的に供する極めて特殊な設備等であるため、施工可能な者が特定され

る設備、機器等の新設、増設等の工事 
エ ガス事業法等の法令等の規定に基づき施工者が特定される工事 

② 施工上の経験、知識を特に必要とする場合、又は現場の状況等に精通した者に施工させる

必要がある場合 
ア 本施工に先立ち行われる試験的な施工の結果、試験的な施工を行った者に施工させなけ

ればならない本工事 
イ 既設の設備と密接不可分の関係にあり、同一施工者以外の者に施工させた場合、既設の

設備等の使用に著しい支障が生ずるおそれがある設備、機器等の増設、改修等の工事 
ウ 埋蔵文化財の調査、発掘、移転等で、特殊な技術、手法等を用いる必要がある工事 

 
 

不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工

又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競

争入札に適しないものをするとき。 

要点 

○当該契約者以外の第三者に履行させることが業務の性質上不可能であるかどうか 

●契約目的を達成するための履行条件を満たす者が、契約時点において特定されて

いるか。 

●「業務内容を熟知しており信頼度が高いこと」「当該業務に精通していること」等

をもって当該契約者を限定していないか。 
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【物品納入・業務委託等】 
① 額面価格が定められているものなど、競争性がないと認められる場合 

さいたま市契約規則第２１条第２項 
（郵便葉書及び切手､収入印紙､新聞､官報等） 

② 地方公共団体の行為を秘密にする必要がある場合 
・試験問題の印刷物の発注等 

③ 契約の目的物が特定の者でなければ納入できない場合 
・不動産の買入れ等 

④ 特殊な性質を有する品物の買入れ、買入れ先が特定されている特殊な技術（特許等）を必

要とする場合 
・市有の材木を売払い、その材木で特殊な机を製造させるような場合等 

⑤ 市が試験をするため物品の製造等をさせる場合 
・特殊な規格、品質等が要求される場合等 

⑥ 特定のものでなければ役務を提供することができない場合 
・特殊な技術を用いて設計･施工した施設･設備の保守･点検業務の場合等 
・埋蔵文化財の調査、発掘、移転等で、特殊な技術、手法等を用いる必要がある場合 

⑦ 電算システムについて、当該システムの特許権、著作権その他の排他的権利を有するシス

テム開発者にしかできない改造、改良、保守、点検等を実施する場合 
⑧ 既存の電算システムと密接不可分の関係にあり、同一システム開発者以外の者にプログラ

ムの増設・追加等を履行させると、既存の電算システムの運用に著しく支障が生じるおそれ

のある場合 
⑨ 法令等により契約の相手方が特定されている場合 
⑩ 市内の医療機関で健康診断等を受診できるようにするため、医療機関と締結する健康診断

業務等を実施する場合 
⑪ 施設の維持管理において、他の施設（市以外の者が所有管理する施設を含む。）と一体的

に維持管理しなければ業務上支障が生ずるため、他の施設の維持管理をしているものに委託

する場合 
⑫ 契約の相手方等と締結した他の契約、協定、覚書その他の文書において、合理的な理由に

より、あらかじめ契約の相手方が決定している場合 

⑬ 契約の目的を達成するためには、能力その他の複数の条件を満たすことが必要であって、

一つ一つの条件については、それを満たすものが複数存在するが、全ての条件を満たす者が

１者に特定される場合 

 

【特記事項】 

特命随意契約（１者随契）の場合に多く適用されているが、後述の６号との判断を誤ることの

ないよう確認すること。 
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☞ 注意 

本号を適用する手続として、仕様内容を民間事業者のノウハウにより、より一層の向上を要

求するコンペ方式やプロポーザル方式があげられるが、これらの方式の採用にあたっては、参

加業者の範囲の特定及び内容審査等について、公正性、透明性の確保に留意することが必要で

あることから、審査委員会の設置や公募型によることが望ましい。 
 
 

調査、研究等に係る一連の契約で、先行する契約により契約の相手方が得るデータ、ノウハ

ウ等が後続する契約の履行に必要な場合は、当初の契約において、取得するデータ等のうち後

続する契約の履行に必要な全てのデータを市に提出する旨を仕様書に定め、後続する契約を競

争入札にするよう努めること。 
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⑶ 特定の施設等から物品を買入れ又は役務の提供を受ける契約をするとき 
（施行令第１６７条の２第１項第３号） 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設（以下この号において「障害者支援施設」

という。）、同条第２７項に規定する地域活動支援センター（以下この号において「地域活

動支援センター」という。）、同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項に

規定する生活介護、同条第１３項に規定する就労移行支援又は同条第１４項に規定する就

労継続支援を行う事業に限る。以下この号において「障害福祉サービス事業」という。）を

行う施設若しくは小規模作業所（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号

に規定する障害者の地域社会における作業活動の場として同法第１８条第３項の規定に

より必要な費用の助成を受けている施設をいう。以下この号において同じ。）若しくはこ

れらに準ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受

けた者若しくは生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）第１６条第３項に規

定する認定生活困窮者就労訓練事業（以下この号において「認定生活困窮者就労訓練事業」

という。）を行う施設でその施設に使用される者が主として同法第３条第１項に規定する

生活困窮者（以下この号において「生活困窮者」という。）であるもの（当該施設において

製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立の促進に資することにつき総務省

令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。）（以下この号

において「障害者支援施設等」という。）において製作された物品を当該障害者支援施設等

から普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れる契約、障害者支援施設、地域

活動支援センター、障害福祉サービス事業を行う施設、小規模作業所、高年齢者等の雇用

の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第３７条第１項に規定するシルバー人

材センター連合若しくは同条第２項に規定するシルバー人材センター若しくはこれらに

準ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者

から普通地方公共団体の規則で定める手続により役務の提供を受ける契約、母子及び父子

並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定する母子・父子福祉

団体若しくはこれに準ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の

長の認定を受けた者（以下この号において「母子・父子福祉団体等」という。）が行う事業

でその事業に使用される者が主として同項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養

しているもの及び同条第４項に規定する寡婦であるものに係る役務の提供を当該母子・父

子福祉団体等から普通地方公共団体の規則で定める手続により受ける契約又は認定生活

困窮者就労訓練事業を行う施設（当該施設から役務の提供を受けることが生活困窮者の自

立の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認

定を受けたものに限る。）が行う事業でその事業に使用される者が主として生活困窮者で

あるものに係る役務の提供を当該施設から普通地方公共団体の規則で定める手続により

受ける契約をするとき。 

 

障害福祉等の増進といった一定の政策目的のために必要な随意契約を締結することができ

るとされている。 

この号による随意契約の対象となるのは、上記に掲げる福祉施設関連施設等において製作さ
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れた物品を当該福祉施設関連施設等から買い入れる契約又は役務の提供を受ける契約をする

場合である。工事契約は該当しない。 

 

【特記事項】 

３号を適用し、随意契約を締結するためには、「さいたま市における特定随意契約の公表に関

する要綱」に基づく公表が必要となる。 

なお、認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設から物品を買い入れ、又は役務の提供を受ける

に当たり、３号を適用して随意契約を締結するには、当該施設が地方自治法施行規則第１２条の

２の３の規定により地方公共団体の長による認定を受けていることが要件となるため、本市では、

現在、当該認定基準の策定について検討しているところである。 
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⑷ 新規事業分野の開拓事業者からの新商品の買入等の契約をするとき 

（施行令第１６７条の２第１項第４号） 

 

新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めると

ころにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品

を当該認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れ

若しくは借り入れる契約又は新役務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者

として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者か

ら普通地方公共団体の規則で定める手続により新役務の提供を受ける契約をする

とき。 

 

施行令の規定に基づき、地方公共団体の規則で定める手続により買い入れ若しくは借り入れ

る契約又は新役務の提供を受ける契約をするときには、随意契約により行うことができること

とされている。 

地方自治法施行規則第１２条の３により認定を受けた事業者は、他に類がないものを生産、

加工又は役務の提供において、その生産物等には新規性があり、他の者による同類の生産物若

しくは役務よりも優れた機能性があって、地方公共団体はその機能性からもたらされる利益を

さらに享受することができることから、これらを調達することは、経済性及び競争性の原則の

支障にならないものであると考えられる。 

この号による随意契約の対象となるのは、新商品の買い入れ若しくは借り入れる契約又は新

役務の提供を受ける契約であり、工事契約は該当しない。 

 

 

 

【特記事項】 

４号を適用し、随意契約を締結するためには「さいたま市における特定随意契約の公表に関す

る要綱」に基づく公表が必要となる。 

なお、本市では、現時点において、「新役務の提供を受ける契約」を４号の適用対象外として

いる。 
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⑸ 緊急の必要によるもの    （施行令第１６７条の２第１項第５号） 

 

 

 

 

この号において、「緊急の必要」とは、例えば、災害時において一般競争入札又は指名競

争入札の方法による手続を取っていたのでは、その時期を失し、あるいは全く契約の目的

を達することができなくなり、経済上はなはだしく不利益を被る場合である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【工事等】 
① 緊急に施工しなければならない工事であって、競争入札に付す時間的余裕がない場合 
ア 堤防崩壊、道路陥没、地すべり等の災害に伴う応急工事 
イ 電気、機械設備等の故障に伴う緊急復旧工事 
ウ 災害の未然防止のための応急工事 

 
 
【物品納入・業務委託等】 
① 堤防崩壊、道路陥没、地すべり等の災害に伴う復旧用資材の買入れや復旧用資材の運搬

車両の借入れ、水道・下水道施設等の設備機能等の故障において、直ちに機能を復旧しな

ければ施設の運転に支障をきたす場合 
② 電気、機械設備等の故障に伴う応急復旧の場合 
③ 感染症発症時において、緊急に行わなければならない蔓延防止のための薬品、衛生材料

を買入れる場合 
④ ＯＡシステム・インターネットを通じた申請・申込システム等の市民サービスを提供し

ている場合で、緊急に復旧をしなければ、市民生活に多大な損害や利便性低下が生じる場

合 
⑤ 天変地異その他災害等により緊急に調達の必要がある場合 

緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

要点 

○災害時等の緊急の必要があって、競争入札による手続をとることが、目的時期を失

し、市にとって不利益を被る場合 

●客観的性質からの緊急性が必要であり、事務処理が間に合わない等の事務の遅延

により競争入札に付する期間が確保できないと言うような理由では、５号を適用す

ることはできない。 

●緊急の対応を行わなければ、重大な市民生活等への影響が生じるおそれがあるこ

と。 
●市民生活等への影響を考慮して判断するものであり事故や故障をもって、直ちに

随意契約できるものではないこと。 
●可能な場合には、複数の事業者から見積を徴取するなど、経済的合理性に留意す

ること。 
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⑥ 堤防崩壊、道路陥没、地すべり等の災害への対応やその未然防止に伴う資材運搬や警備

等の緊急対応業務を実施する場合 
⑦ 堤防、橋りょう、遊具等の緊急点検などの災害の未然防止のための応急業務を実施する

場合 
⑧ エレベーターや医療機器などの特定機器の故障に伴う応急復旧業務を実施する場合 
⑨ 公の秩序維持のための警備に関連する業務、災害発生時の住民避難に関する業務を実施

する場合 
⑩ 選挙など法令等の規定により業務を行う期間が短いため緊急に必要とするものを調達す

る場合 
 

☞ 注意 

 

設備機器に関する事故発生時や災害時等、緊急の必要により競争に付する時間的余裕が

ないときのほかは適用せず、濫用は許されない。したがって、単に事務処理が間に合わな

いという理由のみでは適用すべきではない。 
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⑹ 競争入札に付することが不利なもの 

（施行令第１６７条の２第１項第６号） 

 

 

 

 

この号において、「不利」の解釈は、価格面の有利、不利であるが、その業務の品質、期間、

安全性等も考慮して決定することが要求される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【工事等】 

① 現に契約履行中の施工者に履行させることにより、工期の短縮、経費の節減が確保できる

等有利と認められる場合 
ア 当初予期し得なかった事情の変化等により必要になった追加工事 
イ 本体工事と密接に関連する付帯的な工事 

② 前工事に引き続き施工される工事（以下「後工事」という。）で、前工事の施工者に施工さ

せることにより、工期の短縮、経費の節減、安全・円滑かつ適切な施工が確保できる等有利

と認められる場合 
ア 前工事と後工事とが、一体の構造物（一体の構造物として完成して初めて機能を発揮す

るものに限る。）の構築等を目的とし、かつ、前工事と後工事の施工者が異なる場合は、契

約不適合責任の範囲が不明確になる等密接不可分の関係にあるため、一貫した施工が技術

的に必要とされる当該後工事 
イ 前工事と後工事が密接な関係にあり、かつ、前工事で施工した仮設備は引き続き使用さ

れる後工事（ただし、本体工事の施工に直接関連する仮設備であって、工期の短縮、経費

の節減が確保できるものに限る。） 
③ 他の発注者の発注に係る現に施工中の工事と交錯する箇所での工事で、当該施工中の者に

施工させることにより、工期の短縮、経費の節減に加え、工事の安全・円滑かつ適切な施工

を確保する上で有利と認められる場合 
ア 鉄道工事等と立体交差する道路工事等の当該交差箇所での工事 
イ 他の発注者の発注に係る工事と一部重複、錯綜する工事 
 

競争入札に付することが不利と認められるとき。 

要点 

○契約履行中の者に履行させた場合、履行期間の短縮、経費の節減が確保できる等有利と

認められるとき。 

○現に契約履行中の契約に直接関連する契約で一定の条件を満たしたとき。 

○急速に契約をしなければ、契約をする機会を失い、又は著しく不利な価格をもつて契

約をしなければならないこととなるおそれがあるとき。 

○契約の履行にあたり、ノウハウ、データ等の取得、業務への習熟、対象となる市民等の

協力を得るための信頼関係の醸成その他の当該契約においてのみ要求される知識、能

力等を有することが必要な契約を締結しようとする場合 
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【物品納入・業務委託等】 
① 現に契約履行中の者に履行させることにより、履行期間の短縮、経費の削減が確保できる

等有利と認められる場合 
ア 当初予期しなかった事情の変化等により必要となった業務であること。 
イ 本体業務と密接に関連する付帯的な業務であること。 

② 早急に契約をしなければ契約する機会を失い、又は著しく不利な価格をもって契約しなけ

ればならないこととなる場合 
③ 契約金額以外の条件が市にとって不利となる場合（品質・性能等の要素が業者によって異

なる場合等）（運送、保管等の際の地理的条件等により市に不利となる場合等） 
④ 複数単価契約等により、競争入札に付することが不可能な場合 

⑤ リース期間満了後に業務上の必要があるため、相当と認められる期間に限って再リースを

行う場合 
⑥ 機器、設備、情報処理システム等の維持管理（運転、保守、監視、運用支援等を含む。）

で、既設の機器、設備、情報処理システム等と密接不可分の関係にあり、同一の者以外では

責任区分が不明確になり、また、故障発生時の原因究明・故障修理などの対処が困難になる

など、業務の履行を達成できない場合 
ア 既設の機器、設備、情報処理システム等と密接不可分な関係にあり、また、どの部分が

密接不可分であるかが明確であること。 
イ 密接に関連していることによって、故障原因の特定等が困難となることや責任区分があ

いまいになること又はその他の契約の目的達成が極めて困難になることが明確であるこ

と。 
⑦ 複合施設の共有部分の清掃業務（第三者発注）等の受注者に専用部分の業務を委託する場

合 
 
【特記事項】 
競争見積を実施する際によく使われる適用号数である。 

 

☞ 注意 

 

施行令第１６７条の２第１項第６号は、見積相手方が 1者となる場合があり同項第２号

と接近していると見受けられるが、同項第２号は、その者しか履行できない場合であるの

に対し、同項第６号は履行者が極めて限定されるが､「予定価格以下」という要件等を除け

ば履行者の唯一性が絶対であるとはいえない場合である。 
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⑺ 時価に比して著しく有利な価格で契約ができるもの 
（施行令第１６７条の２第１項第７号） 

 
 
 
 

この号において、「著しく有利な価格」の考え方について、一般的に品質、性能等が他の物

件と比較して問題がなく、かつ、予定価格（時価を基準としたもの）から勘案しても、競争入

札に付した場合よりも誰がみてもはるかに有利な価格で契約できる場合である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【工事等】 
① 特定の施工者が、施工に必要な資材等を当該現場付近に多量に所有するため、当該者と随

意契約することにより、競争に付した場合よりも著しく有利な価格で契約することが認めら

れる場合 
② 特定の施工者が開発し、又は導入した資機材、作業設備、新工法等を利用することにより、

競争入札に付した場合よりも著しく有利な価格で契約することができると認められる場合 
 
【物品納入・業務委託等】 
① ある物品を購入するにあたり、特定の業者がその物品を相当多量に保有し、しかも他の業

者が保存している当該同一物品の価格に比べて著しく有利な価格をもって契約することが

できる見込みがある場合 
② 特定の施工者が開発したシステム等を利用することにより、競争に付した場合よりも著し

く有利な価格で契約することができると認められる場合 
 
 
 
 
 

時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

要点 

○一般的に品質、性能等が他と比較して問題なく、かつ予定価格から勘案しても競争入札

に付した場合よりはるかに有利な価格で契約できるとき。 

●「時価に比して著しく有利な価格」の判断基準は明確にできるものではなく、「競

争入札に付した場合より安価」になる事の判断も不確定であることから７号を適用

する場合は、市場調査を行う等、慎重に決定すること。 

また、工事に関しては「公共工事の品質確保」という観点でも、慎重に判断をす

ること。 
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⑻ 競争入札に付し入札者又は落札者がないとき 
（施行令第１６７条の２第１項第８号） 

 
 
 
 

この号において、「競争入札に付し入札者がないとき」とは、一般競争入札の公告をし、又

は指名競争入札に係る指名通知を行ったにもかかわらず、入札者がないときである。 

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がないときには、日時を

改めて再度一般競争入札や指名競争入札に付すことができるが、改めて競争入札に付す時間が

ない場合もあることから、随意契約によることができるとされている。 

 
【共通事項】 
① 入札公告、指名通知を行ったが、入札参加者がいない場合 
② 開札後、再度入札を実施したが、落札者がない場合 

 
【特記事項】 
① 本号を適用する場合でも、見積書の徴取が必要である。 
② 契約保証金及び履行期限を除くほか、予定価格その他の条件の変更はできない。 
 

☞ 注意 

 

施行令第１６７条の２第１項第８号に規定する「再度の入札」は､「再度入札」と「再度公告

入札」に分けられる。 

 「再度入札」は、開札の結果、各人の入札のうち、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がな

いとき（最低制限価格を設けた場合にあっては、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価

格以上の価格入札がないとき｡）直ちにその場で（電子入札の場合においては、発注者により定

められた期日に）行う入札をいう。 

 「再度公告入札」は、入札価格のうちに予定価格の制限に達しないものがない場合のほか、入

札者のない場合又は落札者が契約を結ばない場合において、再び公告をした後に改めて入札を

行うことをいう。 
 

競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 
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⑼ 競争入札において落札者が契約を締結しないとき 
（施行令第１６７条の２第１項第９号） 

 
 
 
 

一般競争入札又は指名競争入札に付した場合において、落札者の決定後、当該落札者が契約

を締結しないときには、随意契約をすることができる。 

落札者が契約を締結しないときには、日時を改めて再度一般競争入札や指名競争入札に付す

ことができるが、改めて競争入札に付す時間がない場合もあることから、随意契約によること

ができるとされている。 

 
【特記事項】 
① 本号を適用する場合でも、見積書の徴取が必要である。 
② 履行期限を除くほか、予定価格その他の条件の変更はできない。 
③ 落札金額の範囲内で契約すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

落札者が契約を締結しないとき。 
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６ 特定調達契約に関する事項 

特定調達契約とは、政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号。以下「協定」という。）

の趣旨及びその具体化のための措置として地方公共団体の締結する契約の特例を定めた「地方

公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」（平成７年政令３７２号。以

下「特例政令」という。）の規定に従って行われる契約のことである。 
 

⑴ 適用範囲 

令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に締結される調達契約に適用される額

は、令和６年１月２５日付け総務省告示第１９号で示され、次の表の区分に応じ、右欄に掲げ

る金額以上の額となる。 
※ この適用額については、一定期間（２年毎）で変更されるため注意すること。 

 

区  分 
金額 

(R6.4.1～R8.3.31) 

物品等の調達契約 ３，６００万円 

特定役務のうち建設工事の調達契約 ２７億２，０００万円 

特定役務のうち建築のためのサービス、エンジニアリン

グ・サービスその他の技術的サービスの調達契約 
２億７，０００万円 

特定役務のうち上記以外の調達契約 ３，６００万円 

 

 
⑵ 特定調達契約で随意契約とできる場合 

 
 
 
 

※ ２６ページ【地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令】を参

照。 

 

 

 

※ 特定調達契約の事務手続については、「契約事務の手引」及び「さいたま市契約公報発行に

関する事務処理手順等」等を参照すること。 

 

 

特定調達契約では、随意契約の適用に大幅な制限が加えられており、「特例政令」第

１１条に該当する場合に限定されているため、十分留意すること。 
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７ 契約内容の公表について 

業務を所管する課所等において、随意契約の結果をできるかぎり公表すること。なお、次に

該当する契約については契約管理部において、ホームページ等により公表する。 

 

⑴ 公表の対象 

（特定随意契約） 

○ 物品の購入及び賃貸借並びに役務の提供に係る契約において施行令第１６７条の２第１

項第３号及び第４号の規定による随意契約の方法により契約を締結した場合 

 

（工事等） 

○ 設計金額が４００万円を超える建設工事の請負及び設計金額が２００万円を超える建設

工事に伴う設計、調査及び測量の業務委託等において随意契約の方法により契約を締結した

場合 

 

（施設修繕契約） 

○ 予定価格が４００万円を超える施設修繕契約において随意契約の方法により契約を締結

した場合 

 

（物品納入等） 

○ 支出負担行為予定金額が３０万円（物品の修繕においては１００万円、賃貸借においては

１５０万円）を超える物品の買入れにおいて随意契約の方法により契約を締結した場合 

ただし、当該入札等結果情報が、さいたま市情報公開条例（平成１３年条例第１７号）

第７条各号に該当する場合、国又は地方公共団体を契約の相手方とする場合及び水道事業

会計に属する場合は除くものとする。 

 

（業務委託） 

○ 契約金額が２００万円以上の設計、調査及び測量(建設工事に伴うものを除く。)の業務、

土木施設の維持管理の業務、清掃及び警備の業務、機械の保守管理業務、その他役務の提供

に係る業務を随意契約の方法により契約を締結した場合 

ただし、当該入札等結果情報が、さいたま市情報公開条例第７条各号に掲げる情報に該

当する場合、法令に基づく施設入所委託料・診療報酬審査支払委託料・妊産婦健康診査委

託料・介護認定調査委託料・介護報酬審査支払委託料・住所地外予防接種委託料による契

約、国又は地方公共団体との委託契約、水道事業会計に属する委託契約、指定管理者制度

による契約、ＰＦＩ等の手法による契約及び労働者派遣契約は除くものとする。 

 

（特定調達契約） 

○ 特定調達契約は、契約方法にかかわらず全て公表の対象となる。 

随意契約により相手方を決定した時は、当該決定した日の翌日から起算して７２日以内に

さいたま市契約公報により公示する。 
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⑵ 公表の内容 

（特定随意契約） 

ア 物品又は役務の名称 イ 仕様内容 ウ 履行期間 エ 契約締結日 オ 契約相手方の名

称及び所在地 カ 契約金額 キ 契約相手方の決定理由 ク 所管課名 

 

（工事等、施設修繕契約、物品納入等、業務委託） 

ア 業務主管課名 イ 件名等 ウ 履行場所等 エ 見積日又は契約締結日 オ 契約の相手

方名 カ 契約金額 キ 随意契約によることとした理由 ク 備考 

 

（特定調達契約） 

ア 物品等又は特定役務の名称及び数量 イ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ウ 随意契約の相手方を決定した日 エ 随意契約の相手方の氏名及び住所（法人

の場合はその名称及び所在地） オ 随意契約に係る契約金額 カ 契約の相手方を決定し

た手続 キ 随意契約によることとした理由 ク その他必要な事項 

 

⑶ 公表の時期 

（特定随意契約） 

○ 契約締結後速やかに公表する。 

 

（工事等） 

○ 契約を締結した月を基準として、次の区分に応じて公表する。 

４月～ ６月までの間に締結された契約    ７月 

７月～ ９月までの間に締結された契約   １０月 

１０月～１２月までの間に締結された契約    １月 

１月～ ３月までの間に締結された契約    ４月 

 

（施設修繕契約） 

○ 契約を締結した月を基準として、次の区分に応じて公表する。 

４月～ ６月までの間に締結された契約    ７月 

７月～ ９月までの間に締結された契約   １０月 

１０月～１２月までの間に締結された契約    １月 

１月～ ３月までの間に締結された契約    ４月 

 

（物品納入等） 

○ 製造の請負、買入れ又は修理 

契約締結後速やかに閲覧により公表する。また、契約締結の翌日から１０日以内にさいた

ま市公式ウェブサイト内にて公表する。 

○ 賃貸借 

契約を締結した月を基準として、次の区分に応じて公表する。 

４月～ ９月までの間に締結された契約   １１月 

１０月～ ３月までの間に締結された契約    ５月 
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（業務委託） 

○ 契約を締結した月を基準として、次の区分に応じて公表する。 

４月～ ６月までの間に締結された契約 ７月を目途 

７月～ ９月までの間に締結された契約 １０月を目途 

１０月～１２月までの間に締結された契約 １月を目途 

１月～ ３月までの間に締結された契約 ４月を目途 

 

（特定調達契約） 

○ 相手方を決定した日の翌日から７２日以内にさいたま市契約公報により公表する。 
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８ 関係法令等 

 

【さいたま市契約規則】 

第２章 

第３節 随意契約 

（随意契約によることができる額） 

第２０条 令第１６７条の２第１項第１号の規定により規則で定める額は、次の各号に掲げる契

約の種類に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 工事又は製造の請負      ４００万円 

⑵ 財産の買入れ         ３００万円 

⑶ 物件の借入れ         １５０万円 

⑷ 財産の売払い         １００万円 

⑸ 物件の貸付け          ５０万円 

⑹ 前各号に掲げるもの以外のもの ２００万円 

（見積書等の徴取） 

第２１条 随意契約により契約を締結しようとするときは、なるべく２人以上の者から見積書そ

の他これに類する書類（以下「見積書等」という。）を徴さなければならない。ただし、契約の

性質若しくは目的により契約の相手方を特定せざるを得ないとき又は災害の発生等により緊急

を要するときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものについては、見積書等の徴取を省略することがで

きる。 

⑴ 郵便葉書及び切手 

⑵ 収入印紙 

⑶ たばこ 

⑷ 新聞 

⑸ 官報 

⑹ 前各号以外のもので価格が確定し、見積書等を徴する必要のないもの 

（随意契約における手続きの特例） 

第２１条の２ 市長は、令第１６７条の２第１項第３号又は第４号による随意契約により契約を

締結しようとするときは、次に掲げる事項を公表するものとする。 

⑴ 発注の見通し 

⑵ 契約の内容、契約の相手方の決定方法及び選定基準並びに申請方法 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、必要と認める事項 

２ 市長は、前項の契約を締結したときは、速やかに次に掲げる事項を公表するものとする。 

⑴ 契約の締結状況 

⑵ 前号に掲げるもののほか、必要と認める事項 
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【地方自治法】 

（契約の締結） 

第２３４条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせ

り売りの方法により締結するものとする。  

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、

これによることができる。  

３ 普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札（以下この条において「競争入札」と

いう。）に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に応じ、予定価格

の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方とするものとす

る。ただし、普通地方公共団体の支出の原因となる契約については、政令の定めるところによ

り、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち最低の価格をもつて申込み

をした者以外の者を契約の相手方とすることができる。  

４ 普通地方公共団体が競争入札につき入札保証金を納付させた場合において、落札者が契約を

締結しないときは、その者の納付に係る入札保証金（政令の定めるところによりその納付に代

えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団体に帰属するものとする。  

５ 普通地方公共団体が契約につき契約書又は契約内容を記録した電磁的記録を作成する場合に

おいては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相手方とともに、契約

書に記名押印し、又は契約内容を記録した電磁的記録に当該普通地方公共団体の長若しくはそ

の委任を受けた者及び契約の相手方の作成に係るものであることを示すために講ずる措置であ

つて、当該電磁的記録が改変されているかどうかを確認することができる等これらの者の作成

に係るものであることを確実に示すことができるものとして総務省令で定めるものを講じなけ

れば、当該契約は、確定しないものとする。  

６ 競争入札に加わろうとする者に必要な資格、競争入札における公告又は指名の方法、随意契約

及びせり売りの手続その他契約の締結の方法に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

 

 

【地方自治法施行令】 

(随意契約) 

第１６７条の２ 地方自治法第２３４条第２項の規定により随意契約によることができる場合は、

次の各号に掲げる場合とする。 

⑴ 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあつては、予定賃貸借料の年

額又は総額）が別表第５上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲内において

普通地方公共団体の規則で定める額を超えないものをするとき。 

⑵ 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納

入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適し

ないものをするとき。 

⑶ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５条第１１項に規定する障害者支援施設（以下この号において「障害者支援施設」という。）、

同条第２７項に規定する地域活動支援センター（以下この号において「地域活動支援センター」

という。）、同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項に規定する生活介護、同

条第１３項に規定する就労移行支援又は同条第１４項に規定する就労継続支援を行う事業に
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限る。以下この号において「障害福祉サービス事業」という。）を行う施設若しくは小規模作業

所（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者の地域社会にお

ける作業活動の場として同法第１８条第３項の規定により必要な費用の助成を受けている施

設をいう。以下この号において同じ。）若しくはこれらに準ずる者として総務省令で定めると

ころにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者若しくは生活困窮者自立支援法（平成２５

年法律第１０５号）第１６条第３項に規定する認定生活困窮者就労訓練事業（以下この号にお

いて「認定生活困窮者就労訓練事業」という。）を行う施設でその施設に使用される者が主と

して同法第３条第１項に規定する生活困窮者（以下この号において「生活困窮者」という。）で

あるもの（当該施設において製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立の促進に資

することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに

限る。）（以下この号において「障害者支援施設等」という。）において製作された物品を当該障

害者支援施設等から普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れる契約、障害者支援

施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業を行う施設、小規模作業所、高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第３７条第１項に規定するシルバー

人材センター連合若しくは同条第２項に規定するシルバー人材センター若しくはこれらに準

ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から普

通地方公共団体の規則で定める手続により役務の提供を受ける契約、母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定する母子・父子福祉団体若しくはこ

れに準ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者

（以下この号において「母子・父子福祉団体等」という。）が行う事業でその事業に使用される

者が主として同項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの及び同条第４項

に規定する寡婦であるものに係る役務の提供を当該母子・父子福祉団体等から普通地方公共団

体の規則で定める手続により受ける契約又は認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設（当該施

設から役務の提供を受けることが生活困窮者の自立の促進に資することにつき総務省令で定

めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。）が行う事業でその事業

に使用される者が主として生活困窮者であるものに係る役務の提供を当該施設から普通地方

公共団体の規則で定める手続により受ける契約をするとき。 

⑷ 新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより

普通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者

から普通地方公共団体の規則で定める手続により、買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役

務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普通地

方公共団体の長の認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手続により新役務の

提供を受ける契約をするとき。 

⑸ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

⑹ 競争入札に付することが不利と認められるとき。 

⑺ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

⑻ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

⑼ 落札者が契約を締結しないとき。 

２ 前項第８号の規定により随意契約による場合は、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初競

争入札に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 
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３ 第１項第９号の規定により随意契約による場合は、落札金額の制限内でこれを行うものとし、

かつ、履行期限を除くほか、最初競争入札に付するときに定めた条件を変更することができない。 

４ 前２項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができるときに限り、

当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約を締結することができる。 

 

 

【地方公営企業法施行令】 

（随意契約） 

第２１条の１３ 随意契約によることができる場合は、次に掲げる場合とする。 

⑴ 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃貸借料の

年額又は総額）が別表第 1 の上欄に掲げる契約の種類に応じ同表の下欄に定める額の範囲内

において管理規程で定める額を超えないものをするとき。  

⑵ 不動産の買入れ又は借入れ、地方公営企業が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に

使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しない

ものをするとき。 

⑶ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５条第１１項に規定する障害者支援施設（以下この号において「障害者支援施設」という。）、

同条第２７項に規定する地域活動支援センター（以下この号において「地域活動支援センター」

という。）、同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項に規定する生活介護、

同条第１３項に規定する就労移行支援又は同条第１４項に規定する就労継続支援を行う事業

に限る。以下この号において「障害福祉サービス事業」という。）を行う施設若しくは小規模

作業所（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者の地域社会

における作業活動の場として同法第１８条第３項の規定により必要な費用の助成を受けてい

る施設をいう。以下この号において同じ。）若しくはこれらに準ずる者として総務省令で定め

るところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者若しくは生活困窮者自立支援法（平成

２５年法律第１０５号）第１６条第３項に規定する認定生活困窮者就労訓練事業（以下この号

において「認定生活困窮者就労訓練事業」という。）を行う施設でその施設に使用される者が

主として同法第３条第１項に規定する生活困窮者（以下この号において「生活困窮者」という。）

であるもの（当該施設において製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立の促進に

資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたもの

に限る。）（以下この号において「障害者支援施設等」という。）において製作された物品を

当該障害者支援施設等から管理規程で定める手続により買い入れる契約、障害者支援施設、地

域活動支援センター、障害福祉サービス事業を行う施設、小規模作業所、高年齢者等の雇用の

安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第３７条第１項に規定するシルバー人材セン

ター連合若しくは同条第２項に規定するシルバー人材センター若しくはこれらに準ずる者と

して総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から管理規程で

定める手続により役務の提供を受ける契約、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律

第１２９号）第６条第６項に規定する母子・父子福祉団体若しくはこれに準ずる者として総務

省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者（以下この号において「母

子・父子福祉団体等」という。）が行う事業でその事業に使用される者が主として同項に規定

する配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの及び同条第４項に規定する寡婦であるも
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のに係る役務の提供を当該母子・父子福祉団体等から管理規程で定める手続により受ける契約

又は認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設（当該施設から役務の提供を受けることが生活困

窮者の自立の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長

の認定を受けたものに限る。）が行う事業でその事業に使用される者が主として生活困窮者で

あるものに係る役務の提供を当該施設から管理規程で定める手続により受ける契約をすると

き。 

⑷ 新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより

管理者の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者から管理規程で

定める手続により買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役務の提供により新たな事業分野

の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより管理者の認定を受けた者から管理規程

で定める手続により新役務の提供を受ける契約をするとき。 

⑸ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

⑹ 競争入札に付することが不利と認められるとき。 

⑺ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

⑻ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

⑼ 落札者が契約を締結しないとき。 

２ 前項第８号の規定により随意契約による場合は、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初

競争入札に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

３ 第１項第９号の規定により随意契約による場合は、落札金額の制限内でこれを行うものと

し、かつ、履行期限を除くほか、最初競争入札に付するときに定めた条件を変更することがで

きない。 

４ 前２項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができるときに限り、

当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約を締結することができる。 

 

 

【地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令】 

（随意契約） 

第１１条 特定地方公共団体の締結する特定調達契約については、地方自治法施行令第１６７条の

２第１項（第５号、第８号及び第９号に係る部分に限る。）若しくは地方公営企業法施行令第２

１条の１３第１項（第５号、第８号及び第９号に係る部分に限る。）又は前条第１０項の規定に

よるほか、次に掲げる場合に該当するときに限り、地方自治法第２３４条第２項の規定により随

意契約によることができる。 

⑴ 他の物品等若しくは特定役務をもって代替させることができない芸術品その他これに類す

るもの又は特許権等の排他的権利若しくは特殊な技術に係る物品等若しくは特定役務の調達

をする場合において、当該調達の相手方が特定されているとき。 

⑵ 既に調達をした物品等(以下この号において「既調達物品等」という。)又は既に契約を締結

した特定役務(以下この号において「既契約特定役務」という。)につき、交換部品その他既調

達物品等に連接して使用する物品等の調達をする場合又は既契約特定役務に連接して提供を

受ける同種の特定役務の調達をする場合であって、既調達物品等又は既契約特定役務の調達の

相手方以外の者から調達をしたならば既調達物品等の使用又は既契約特定役務の便益を享受

することに著しい支障が生ずるおそれがあるとき。 
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⑶ 特定地方公共団体の委託に基づく試験研究の結果製造又は開発された試作品等(特定役務を

含む。)の調達をする場合 

⑷ 既に契約を締結した建設工事(以下この号において「既契約工事」という。)についてその施

工上予見し難い事由が生じたことにより既契約工事を完成するために施工しなければならな

くなった追加の建設工事(以下この号において「追加工事」という。)で当該追加工事の契約に

係る予定価格に相当する金額(この号に掲げる場合に該当し、かつ、随意契約の方法により契

約を締結した既契約工事に係る追加工事がある場合には、当該追加工事の契約金額(当該追加

工事が２以上ある場合には、それぞれの契約金額を合算した金額)を加えた額とする。)が既契

約工事の契約金額の１００分の５０以下であるものの調達をする場合であって、既契約工事の

調達の相手方以外の者から調達をしたならば既契約工事の完成を確保する上で著しい支障が

生ずるおそれがあるとき。 

⑸ 計画的に実施される施設の整備のために契約された建設工事(以下この号において「既契約

工事」という。)に連接して当該施設の整備のために施工される同種の建設工事(以下この号に

おいて「同種工事」という。)の調達をする場合、又はこの号に掲げる場合に該当し、かつ、随

意契約の方法により契約が締結された同種工事に連接して新たな同種工事の調達をする場合

であって、既契約工事の調達の相手方以外の者から調達をすることが既契約工事の調達の相手

方から調達をする場合に比して著しく不利と認められるとき。ただし、既契約工事の調達契約

が第４条から第９条までの規定により締結されたものであり、かつ、既契約工事の入札に係る

第６条の公告又は第７条第１項の公示においてこの号の規定により同種工事の調達をする場

合があることが明らかにされている場合に限る。 

⑹ 建築物の設計を目的とする契約をする場合であって、当該契約の相手方が、総務大臣の定め

る要件を満たす審査手続により、当該建築物の設計に係る案の提出を行った者の中から最も優

れた案を提出した者として特定されているとき。ただし、当該契約が、地方自治法施行令第１

６７条の２第１項第２号又は地方公営企業法施行令第２１条の１３第１項第２号に規定する

その性質又は目的が競争入札に適しないものに該当する場合に限る。 

２ 特定地方公共団体の締結する特定調達契約につき地方自治法施行令第１６７条の２第１項（第

８号及び第９号に係る部分に限る。）又は地方公営企業法施行令第２１条の１３第１項（第８号

及び第９号に係る部分に限る。）の規定により随意契約による場合には、地方自治法施行令第１

６７条の２第４項及び地方公営企業法施行令第２１条の１３第４項の規定は、適用しない。 

 

 

【さいたま市における特定随意契約の公表に関する要綱】 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、さいたま市が発注する物品の購入及び賃貸借並びに役務の提供に係る契約に

おいて地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第３号及び第４号の

規定による随意契約（以下「特定随意契約」という。）を実施するにあたり、必要な事項を定め

る。 

（対象となる契約） 

第２条 特定随意契約の対象となる契約は、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６

６号）第２０条で定める額を超えるものとする。 

（名簿の作成） 
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第３条 次に掲げる特定随意契約の区分に応じ、当該各号に定める課の長は、特定随意契約対象者

名簿（以下「名簿」という。）を作成し、対象となる事業者及び対象となる物品、賃貸借又は役務

（以下「物品等」という。）を明記しなければならない。 

⑴ 障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業を行う施設及び小規模作業

所（以下「障害者支援施設等」という。）において製作された物品を当該障害者支援施設等から

買い入れる契約及び障害者支援施設等から役務の提供を受ける契約 福祉局障害福祉部障害

福祉課 

⑵ シルバー人材センター及びシルバー人材センター連合から役務の提供を受ける契約 保健

福祉局長寿応援部高齢福祉課 

⑶ 母子・父子福祉団体から役務の提供を受ける契約 子ども未来局子ども育成部子ども・青少

年政策課 

⑷ 市の認定を受けた者から新商品を買い入れる契約又は借り入れる契約 経済局商工観光部

産業展開推進課 

２ 前項に定める課の長は、名簿に掲載する内容について変更が生じたときは、名簿登載者からの

届出により、速やかに変更しなければならない。 

（発注見通しの公表） 

第４条 特定随意契約の締結を予定している課等の長は、次に掲げる事項を発注見通し一覧（様式

第１号）に記載し、財政局契約管理部調達課長（以下｢調達課長｣という。）に提出しなければな

らない。 

⑴ 所管課名 

⑵ 物品、賃貸借又は役務の名称 

⑶ 数量又は概要 

⑷ 契約予定時期 

２ 調達課長は、毎年、２月１日及び８月１日を目途に、発注することが見込まれる特定随意契約

の案件について、前項の発注見通し一覧により、公衆の閲覧に供しなければならない。 

３ 前項に規定する公衆の閲覧は、次に掲げる方法を併用して行うものとする。 

⑴ 財政局契約管理部調達課の窓口において閲覧に供する方法 

⑵ 財政局契約管理部調達課のホームページに掲載し、インターネットを利用して閲覧に供する

方法 

（契約締結前の公表） 

第５条 特定随意契約の締結を予定している課等の長は、当該契約の申込みの誘引を行う５日前ま

でに、前条第１項に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を特定随意契約案件表（様式第２号）に

より公衆の閲覧に供するものとする。 

⑴ 物品、賃貸借又は役務の名称 

⑵ 仕様内容 

⑶ 履行期間 

⑷ 契約締結予定日 

⑸ 契約相手方の決定方法又は選定基準 

⑹ 申請方法 

⑺ 所管課名 

２ 前項の規定は、発注する年度の途中において、新たに調達する物品等として追加された案件も
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併せて行うものとする。 

３ 第１項に規定する公衆の閲覧は、第４条第３項を準用して行うものとする。 

（契約締結状況の公表） 

第６条 特定随意契約を締結した課等の長は、契約締結後、速やかに次に掲げる事項を特定随意契

約結果表（様式第３号）により公衆の閲覧に供するものとする。 

⑴ 物品、賃貸借又は役務の名称 

⑵ 仕様内容 

⑶ 履行期間 

⑷ 契約締結日 

⑸ 契約相手方の名称及び所在地 

⑹ 契約金額 

⑺ 契約相手方の決定理由 

⑻ 所管課名 

２ 前項に規定する公衆の閲覧は、第４条第３項を準用して行うものとする。 

（公表する期間） 

第７条 第４条から第６条までの公表は、当該契約の履行開始日の属する年度の３月３１日まで行

うものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、特定随意契約の手続きに関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。   

（経過措置） 

２ 施行日から障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）附則第１条第３号に掲げる規定の

施行の日の前日までの間は、さいたま市における特定随意契約の公表に関する要綱第３条第１項

第１号中「障害福祉サービス事業を行う施設」とあるのは、「行う施設、同法附則第４１条第１

項、第４８条若しくは第５８条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができる

こととされた同法附則第３５条の規定による改正前の身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第２９条に規定する身体障害者更生施設、同法第３１条に規定する身体障害者授産施設、

障害者自立支援法附則第４６条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律（昭和２５年法律第１２３号）第５０条の２第３項に規定する精神障害者授産施設、同条第５

項に規定する精神障害者福祉工場、障害者自立支援法附則第５２条の規定による改正前の知的障

害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第２１条の６に規定する知的障害者更生施設若しくは同
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法第２１条の７に規定する知的障害者授産施設」とする。 

  附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


